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1.　18年８月中間期の業績（平成18年２月21日～平成18年８月20日）

(1) 経営成績
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年８月中間期 23,402 △8.6 476 66.4 670 49.2

17年８月中間期 25,617 △7.1 286 76.6 449 38.5

18年２月 期 50,181 　 292 　 636 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

18年８月中間期 △51 ― △4 65

17年８月中間期 185 34.8 16 65

18年２月 期 △715 　 △64 11
(注) ① 期中平均株式数 18年８月中間期 11,158,641株 17年８月中間期 11,162,127株 18年２月期 11,161,349株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年８月中間期 25,251 10,673 42.3 956 67

17年８月中間期 28,339 11,729 41.4 1,050 82

18年２月 期 25,020 10,838 43.3 971 20
(注) ① 期末発行済株式数 18年８月中間期 11,157,441株 17年８月中間期 11,161,841株 18年２月期 11,159,441株

　 ② 期末自己株式数 18年８月中間期 14,859株 17年８月中間期 10,459株 18年２月期 12,859株

　

2.　19年２月期の業績予想（平成18年２月21日～平成19年２月20日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 45,700 980 140

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　12円55銭
　

3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金(円)
　 中間期末 期末 年間

18年２月期 ― 10.00 10.00

19年２月期(実績) ― ―
10.00

19年２月期(予想) ― 10.00

　　
※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な

要素を含んでおります。実際の業績は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
なお、上記予想に関する事項は添付資料(連結)の７ページを参照して下さい。
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年８月20日)

当中間会計期間末

(平成18年８月20日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年２月20日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 1,284,245 　 　 1,467,643 　 　 863,295 　 　

　２　受取手形 　 1,234 　 　 1,910 　 　 434 　 　

　３　売掛金 　 374,895 　 　 385,657 　 　 284,872 　 　

　４　たな卸資産 　 8,011,617 　 　 6,902,359 　 　 6,812,170 　 　

　５　繰延税金資産 　 71,230 　 　 520,799 　 　 609,509 　 　

　６　その他 　 527,769 　 　 622,789 　 　 562,525 　 　

　　　流動資産合計 　 　 10,270,993 36.2 　 9,901,160 39.2 　 9,132,808 36.5

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※２ 4,782,716 　 　 3,806,561 　 　 4,423,240 　 　

　　(2) 土地 ※２ 2,415,700 　 　 2,288,619 　 　 2,415,700 　 　

　　(3) 建設仮勘定 　 ― 　 　 1,050 　 　 ― 　 　

　　(4) その他 　 1,092,161 　 　 937,447 　 　 953,676 　 　

　　　　計 　 8,290,578 　 　 7,033,678 　 　 7,792,618 　 　

　２　無形固定資産 　 527,266 　 　 522,698 　 　 512,284 　 　

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 ※２ 83,693 　 　 107,097 　 　 104,823 　 　

　　(2) 差入保証金 　 7,536,072 　 　 5,991,704 　 　 6,009,653 　 　

　　(3) 出店仮勘定 　 65,600 　 　 66,200 　 　 64,100 　 　

　　(4) 繰延税金資産 　 136,654 　 　 452,980 　 　 167,780 　 　

　　(5) その他 　 1,467,134 　 　 1,208,621 　 　 1,268,335 　 　

　　　　貸倒引当金 　 △38,332 　 　 △32,303 　 　 △32,351 　 　

　　　　計 　 9,250,821 　 　 7,794,301 　 　 7,582,340 　 　

　　　固定資産合計 　 　 18,068,666 63.8 　 15,350,678 60.8 　 15,887,242 63.5

　　　資産合計 　 　 28,339,659 100.0 　 25,251,839 100.0 　 25,020,051 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年８月20日)

当中間会計期間末

(平成18年８月20日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年２月20日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 ※２ 7,728,329 　 　 6,942,790 　 　 6,973,924 　 　

　２　短期借入金 　 ― 　 　 1,500,000 　 　 ― 　 　

　３　一年以内返済予定
　　　長期借入金

　 2,706,900 　 　 2,464,500 　 　 2,624,500 　 　

　４　未払法人税等 　 256,696 　 　 278,187 　 　 157,625 　 　

　５　賞与引当金 　 154,477 　 　 131,253 　 　 130,397 　 　

　６　その他 ※３ 1,068,908 　 　 992,776 　 　 1,103,244 　 　

　　　流動負債合計 　 　 11,915,311 42.0 　 12,309,507 48.7 　 10,989,692 43.9

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※２ 3,600,600 　 　 1,136,100 　 　 2,133,900 　 　

　２　退職給付引当金 　 15,418 　 　 41,752 　 　 32,792 　 　

　３　役員退職慰労引当金 　 446,822 　 　 460,147 　 　 453,484 　 　

　４　リース資産
　　　減損勘定

　 ― 　 　 75,214 　 　 ― 　 　

　５　その他 　 632,428 　 　 555,177 　 　 572,126 　 　

　　　固定負債合計 　 　 4,695,269 16.6 　 2,268,391 9.0 　 3,192,303 12.8

　　　負債合計 　 　 16,610,581 58.6 　 14,577,899 57.7 　 14,181,995 56.7

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 2,921,525 10.3 　 ― ― 　 2,921,525 11.7

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 3,558,349 　 　 ― 　 　 3,558,349 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 3,558,349 12.6 　 ― ― 　 3,558,349 14.2

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 272,952 　 　 ― 　 　 272,952 　 　

　２　任意積立金 　 4,637,000 　 　 ― 　 　 4,637,000 　 　

　３　中間未処分利益
　　　又は当期未処理
　　　損失(△)

　 336,235 　 　 ― 　 　 △565,162 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 5,246,187 18.5 　 ― ― 　 4,344,789 17.4

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 7,810 0.0 　 ― ― 　 19,322 0.0

Ⅴ　自己株式 　 　 △4,794 △0.0 　 ― ― 　 △5,932 △0.0

　　　資本合計 　 　 11,729,078 41.4 　 ― ― 　 10,838,055 43.3

負債・資本合計 　 　 28,339,659 100.0 　 ― ― 　 25,020,051 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年８月20日)

当中間会計期間末

(平成18年８月20日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年２月20日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 　 　 　 2,921,525 11.6 　 　 　

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 　 　 　 3,558,349 　 　 　 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 　 　 　 3,558,349 14.1 　 　 　

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 　 　 　 272,952 　 　 　 　 　

　　(2) その他
　　　　利益剰余金

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 　 　 　 3,437,000 　 　 　 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 　 　 　 471,352 　 　 　 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 　 　 　 4,181,304 16.5 　 　 　

　４　自己株式 　 　 　 　 　 △6,903 △0.0 　 　 　

　　　株主資本合計 　 　 　 　 　 10,654,276 42.2 　 　 　

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 　 　 　 19,663 　 　 　 　

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 　 　 　 19,663 0.1 　 　 　

　　　純資産合計 　 　 　 　 　 10,673,940 42.3 　 　 　

　　　負債純資産合計 　 　 　 　 　 25,251,839 100.0 　 　 　
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年２月21日
至　平成17年８月20日)

当中間会計期間

(自　平成18年２月21日
至　平成18年８月20日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年２月21日
至　平成18年２月20日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 25,617,355 100.0 　 23,402,497 100.0 　 50,181,011 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 　 18,661,832 72.8 　 16,947,742 72.4 　 36,685,166 73.1

　　　売上総利益 　 　 6,955,522 27.2 　 6,454,754 27.6 　 13,495,845 26.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 6,669,038 26.0 　 5,978,169 25.6 　 13,203,194 26.3

　　　営業利益 　 　 286,483 1.2 　 476,585 2.0 　 292,650 0.6

Ⅳ　営業外収益 ※２ 　 388,181 1.5 　 379,073 1.6 　 805,355 1.6

Ⅴ　営業外費用 ※３ 　 225,461 0.9 　 185,581 0.7 　 461,739 0.9

　　　経常利益 　 　 449,203 1.8 　 670,076 2.9 　 636,266 1.3

Ⅵ　特別利益 ※４ 　 24,747 0.1 　 21,614 0.1 　 24,747 0.0

Ⅶ　特別損失
※５
※７

　 93,320 0.4 　 789,108 3.4 　 1,765,964 3.5

　　　税引前中間純利益
　　　又は中間(当期)
　　　純損失△）　

　 　 380,630 1.5 　 △97,417 △0.4 　 △1,104,950 △2.2

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 227,243 　 　 151,196 　 　 220,281 　 　

　　　法人税等調整額 　 △32,433 194,810 0.8 △196,722 △45,526 △0.2 △609,654 △389,372 △0.8

　　　中間純利益又は中間
　　　(当期)純損失(△)

　 　 185,820 0.7 　 △51,890 △0.2 　 △715,577 △1.4

　　　前期繰越利益 　 　 150,415 　 　  　 　 150,415 　

　　　中間未処分利益又は
　　　当期未処理損失(△)

　 　 336,235 　 　  　 　 △565,162 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　

― 38 ―



③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年２月21日　至　平成18年８月20日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年２月20日残高(千円) 2,921,525 3,558,349 3,558,349

中間会計期間中の変動額 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― ― ―

平成18年８月20日残高(千円) 2,921,525 3,558,349 3,558,349

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年２月20日残高(千円) 272,952 4,637,000 △565,162 4,344,789 △5,932 10,818,733

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 △111,594 △111,594 　 △111,594

　中間純利益 　 　 △51,890 △51,890 　 △51,890

　自己株式の取得 　 　 　 　 △971 △971

　別途積立金取崩額 　 △1,200,000 1,200,000 ― 　 ―

　 　 　 　 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― △1,200,000 1,036,514 △163,485 △971 △164,456

平成18年８月20日残高(千円) 272,952 3,437,000 471,352 4,181,304 △6,903 10,654,276

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年２月20日残高(千円) 19,322 19,322 10,838,055

中間会計期間中の変動額 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 △111,594

　中間純利益 　 　 △51,890

　自己株式の処分 　 　 △971

　別途積立金取崩額 　 　 ―

　 　 　 　

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

341 341 341

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

341 341 △164,115

平成18年８月20日残高(千円) 19,663 19,663 10,673,940
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成17年２月21日
至　平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自　平成18年２月21日
至　平成18年８月20日)

前事業年度
(自　平成17年２月21日
至　平成18年２月20日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産

商品　：売価還元法による

原価法

　　　　ただし、物流セン

ターの商品につい

ては、移動平均法

による原価法

(1) たな卸資産

商品　：　同左

　

(1) たな卸資産

商品　：　同左

　

　 貯蔵品：最終仕入原価法 貯蔵品：　同左 貯蔵品：　同左

　 (2) 有価証券

　① 子会社株式

　　 移動平均法による原価

法

　② その他有価証券

　 時価のあるもの

　　　 中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定）

(2) 有価証券

　① 子会社株式

同左

　

　② その他有価証券

　 時価のあるもの

　　 　中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定)

(2) 有価証券

　① 子会社株式

同左

　

　② その他有価証券

　 時価のあるもの

　　　　期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全額資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

　 　 時価のないもの

　　 移動平均法による原価

法

　 時価のないもの

同左

　 時価のないもの

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

　　定率法

　　ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物(建

物附属設備を除く)につい

ては、定額法によってお

ります。

　　なお、取得価額10万円

以上20万円未満の少額減

価償却資産については、

３年間均等償却

　　主な耐用年数は以下の

とおりであります。

　　建物　15～34年

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

　 (2) 無形固定資産

　　定額法

　　ただし、ソフトウェア

(自社利用)については、

社内における利用可能期

間(５年)によっておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

　 (3) 長期前払費用

　　均等償却

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年２月21日
至　平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自　平成18年２月21日
至　平成18年８月20日)

前事業年度
(自　平成17年２月21日
至　平成18年２月20日)

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　売上債権、差入保証金

等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回

収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

 

(1) 貸倒引当金

同左

 

　 (2) 賞与引当金

　　従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

　 (3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。数理計算上の

差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定年数(５年)に

よる定額法により翌会計

年度から費用処理してお

ります。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、計上しておりま

す。

数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

年数(５年)による定額法

により翌会計年度から費

用処理しております。

　 (4) 役員退職慰労引当金

　　役員退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基

づく中間会計期間末要支

給額を計上しておりま

す。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

　　役員退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上

しております。

４　リース取引の処理

方法

　　リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

同左 同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年２月21日
至　平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自　平成18年２月21日
至　平成18年８月20日)

前事業年度
(自　平成17年２月21日
至　平成18年２月20日)

５　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　特例処理の要件を満た

している金利スワップに

ついては特例処理によっ

ております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　ヘッジ手段

　　　金利スワップ

　　ヘッジ対象

　　　借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

　 (3) ヘッジ方針

　　ヘッジ対象に係る金利

変動リスクをヘッジして

おります。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

　 (4) ヘッジ有効性評価の方

法

　　当社のヘッジ会計の方

法は金利スワップの特例

処理のみであるため、有

効性の評価を省略してお

ります。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

６　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年２月21日
至　平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自　平成18年２月21日
至　平成18年８月20日)

前事業年度
(自　平成17年２月21日
至　平成18年２月20日)

　

――――――――――

(固定資産の減損に係る会計基準)

　当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会　平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成15年10月31

日　企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。

　これにより税引前中間純損失が
760,917千円増加しております。

　なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き当該各資産から直接控除しており

ます。

　
――――――――――

　
――――――――――

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準)

　当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準（企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

　なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は10,673,940千円で

あります。

　中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。

　
――――――――――
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追加情報

　

前中間会計期間
(自　平成17年２月21日
至　平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自　平成17年２月21日
至　平成18年２月20日)

前事業年度
(自　平成17年２月21日
至　平成18年２月20日)

(法人事業税における外形標準課税制

度の導入)

　「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱」(平成16年２月13日　企

業会計基準委員会　実務対応報告第

12号)に基づき、法人事業税の付加価

値割及び資本割の合計額29,600千円

を販売費及び一般管理費として計上

しております。

　
――――――――――

(法人事業税における外形標準課税制

度の導入)

　「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱」(平成16年２月13日　企業会

計基準委員会　実務対応報告第12号)

に従い、法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一

般管理費として計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費

が53,000千円増加し、営業利益及び

経常利益が同額減少し、税引前当期

純損失が同額増加しております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年８月20日)

当中間会計期間末
(平成18年８月20日)

前事業年度末
(平成18年２月20日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

5,826,477千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

6,161,658千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

5,957,188千円

※２　担保提供資産および対応する

債務

　　　担保提供資産

建物 317,456千円

土地 839,643

投資
有価証券

2,060

計 1,159,160

※２　担保提供資産および対応する

債務

　　　担保提供資産

建物 298,129千円

土地 839,643

投資
有価証券

2,315

計 1,140,088

※２　担保提供資産および対応する

債務

　　　担保提供資産

建物 307,648千円

土地 839,643

投資
有価証券

2,325

計 1,149,616

　　　上記の担保資産に対応する債

務

長期借入金 1,332,000千円

買掛金 239

計 1,332,239

　　　上記の担保資産に対応する債

務

長期借入金

（1年以内

返済予定長

期借入金含

む）

1,294,000千円

買掛金 417

計 1,294,417

　　　上記の担保資産に対応する債

務

長期借入金

（1年以内

返済予定長

期借入金含

む）

1,332,000千円

買掛金 451

計 1,332,451

※３　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

　

※３　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

　

―――――

４　保証債務等

ローンコミットメント

エスケイシー・ファンディ
ング コーポレーション

　 1,533,699千円

４　保証債務等

ローンコミットメント

エスケイシー・ファンディ
ング コーポレーション

　 1,203,500千円

４　保証債務等

ローンコミットメント

エスケイシー・ファンディ
ング コーポレーション

　 1,437,087千円
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年２月21日
至　平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自　平成18年２月21日
至　平成18年８月20日)

前事業年度
(自　平成17年２月21日
至　平成18年２月20日)

※１　売上原価には、商品売上原価

のほか、手数料等原価65,365千

円が含まれております。

※１　売上原価には、商品売上原価

のほか、手数料等原価63,362千

円が含まれております。

※１　売上原価には、商品売上原価

のほか、手数料等原価　　　

130,563千円が含まれておりま

す。

※２　営業外収益の主要項目

受取利息 50,180千円

受取賃貸料 248,120千円

受取手数料 78,419千円

※２　営業外収益の主要項目

受取利息 43,017千円

受取賃貸料 223,693千円

受取手数料 78,822千円

※２　営業外収益の主要項目

受取利息 99,496千円

受取賃貸料 496,746千円

受取手数料 161,250千円

※３　営業外費用の主要項目

支払利息 64,872千円

賃貸収入原価 160,589千円

※３　営業外費用の主要項目

支払利息 40,856千円

賃貸収入原価 144,227千円

※３　営業外費用の主要項目

支払利息 123,038千円

賃貸収入原価 338,700千円

※４　特別利益の主要項目

補償金収入 24,747千円

※４　特別利益の主要項目

前期損益

修正益
21,566千円

※４　特別利益の主要項目

補償金収入 24,747千円

※５　特別損失の主要項目

固定資産

除却損
62,758千円

貸倒引当金
繰入額

24,561千円

※５　特別損失の主要項目

固定資産

除却損
28,191千円

減損損失 760,917千円

※５　特別損失の主要項目

固定資産

除却損
379,563千円

賃借契約等
解約損

1,363,058千円

　６　減価償却実施額

有形固定資産 283,776千円

無形固定資産 15,697千円

　６　減価償却実施額

有形固定資産 243,831千円

無形固定資産 18,618千円

６　減価償却実施額

有形固定資産 600,784千円

無形固定資産 31,417千円
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前中間会計期間
(自　平成17年２月21日
至　平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自　平成18年２月21日
至　平成18年８月20日)

前事業年度
(自　平成17年２月21日
至　平成18年２月20日)

――――― ※７　減損損失

　当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。

用途 種類 場所

店舗
建物及び構
築物等

群馬県
８店舗

栃木県
３店舗

埼玉県
１店舗

東京都
１店舗

賃貸不動産
建物及び構
築物等

群馬県
３物件

遊休資産 土地等
群馬県
４物件

　当社は、キャッシュ・フローを生

み出す最小の単位として、各店舗及

び賃貸不動産を基礎として資産のグ

ルーピングを行っております。ま

た、将来の使用が見込まれていない

遊休資産については、個々の物件を

単位として資産のグルーピングを行

っております。　

　営業活動から生じる損益が継続し

てマイナスとなる資産グループと地

価の下落が著しい資産グループにつ

いて減損を認識し、回収可能額が帳

簿価額を下回るものについて帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失(760,917千円)とし

て特別損失に計上いたしました。

　減損損失の内訳は次のとおりであ

ります。

種類
減損損失

(千円)

建物及び構築物 509,100

土地 127,081

その他
有形固定資産

14,912

無形固定資産 34,421

リース資産 75,214

その他 186

合計 760,917

  なお、減損損失を計上した資産の

回収可能価額は正味売却価額及び使

用価値により測定しており、正味売

却価額は、売却予定価額及び固定資

産税評価額等を合理的に調整した価

額に基づき、使用価値は、将来キャ

ッシュ・フローを４％で割り引いて

算定しております。

―――――
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(中間株主資本等変動計算書関係)

　
当中間会計期間(自　平成18年２月21日　至　平成18年８月20日)

　

　

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 12,859 2,000 ― 14,859
　

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　2,000株
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成17年２月21日
至　平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自　平成18年２月21日
至　平成18年８月20日)

前事業年度
(自　平成17年２月21日
至　平成18年２月20日)

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

　(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

　 　
取得価額

相当額
　

減価償却

累計額

相当額

　

中間期末

残高

相当額

　 　 千円　 千円　 千円

機械及び

装置
　 273,380　 186,013　 87,366

車輌

運搬具
　 21,978　 15,234　 6,743

工具器具

備品
　 1,801,084　 1,169,931　 631,152

ソフト

ウェア
　 71,844　 53,426　 18,417

合計 　 2,168,286　 1,424,605　 743,680

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

　(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額

　
取得価額

相当額

減価償却

累計額

相当額

減損損失

累計額

相当額

中間期末

残高

相当額

　 千円 千円 千円 千円

機械及び

装置
237,458 185,527 20,860 31,069

車輌運搬

具
18,878 15,573 ― 3,304

工具器具

及び備品
1,649,3701,293,737 48,748 306,885

ソフト

ウェア
65,725 60,726 683 4,315

合計 1,971,4321,555,564 70,292 345,574

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

　(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

　 　
取得価額

相当額
　

減価償却

累計額

相当額

　

期末

残高

相当額

　 　 千円　 千円　 千円

機械及び

装置
　 273,380　 203,698　 69,681

車輌

運搬具
　 21,978　 16,954　 5,023

工具器具

備品
　 1,787,317　 1,304,926　 482,391

ソフト

ウェア
　 71,844　 60,367　 11,476

合計 　 2,154,519　 1,585,946　 568,573

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 337,547千円

１年超 419,918

合計 757,466

②　未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中間

期末残高

１年以内 201,224千円

１年超 152,412

合計 353,636

②　未経過リース料期末残高

相当額

１年以内 293,093千円

１年超 288,788

合計 581,882

　 リース資産減損勘定中間期末残

高

　 73,737千円

　

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 204,118千円

減価償却費
相当額

200,235千円

支払利息
相当額

4,479千円

③　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 156,370千円

リース資産
減損勘定の
取崩額

―千円

減価償却費
相当額

153,677千円

支払利息
相当額

2,718千円

減損損失 75,214千円

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 394,092千円

減価償却費
相当額

384,950千円

支払利息
相当額

8,120千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

同左
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前中間会計期間
(自　平成17年２月21日
至　平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自　平成18年２月21日
至　平成18年８月20日)

前事業年度
(自　平成17年２月21日
至　平成18年２月20日)

２ オペレーティング・リース取引

　　(借主側)

未経過リース料

１年以内 246,773千円

１年超 5,559,300

合計 5,806,074

　

２ オペレーティング・リース取引

　　(借主側)

未経過リース料

１年以内 235,973千円

１年超 5,290,926

合計 5,526,900

　

２ オペレーティング・リース取引

　　(借主側)

未経過リース料

１年以内 235,973千円

１年超 5,408,913

合計 5,644,887
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有価証券関係

前中間会計期間末(平成17年８月20日)

子会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

当中間会計期間末(平成18年８月20日)

子会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

前事業年度末(平成18年２月20日)

子会社株式で時価のあるものは、ありません。
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